
 

---1--- 
 

２６ ものづくり 

調査・研究報告書の要約 

 

 

はしがき  

ものづくりパラダイムシフト対応調査専門部会 委員名簿 

 

目次 

第Ⅰ部  

1 章. 事業概要  

2 章.転換点を迎えた先進国の製造業 

１）先進国の製造業における新しい潮流 

2）新潮流のマクロ的考察  

3）新しい産業革命といわれる新潮流の技術的

背景  

4）転換後の製造業のイメージ  

3 章.各国の製造業戦略  

1）各国の製造業革新戦略・政策等 

2）米国の政策  

3）英国の政策  

4）ドイツの政策 

5）EU の政策  

6）先進各国の製造業関連戦略の比較  

4 章.ドイツの Industrie 4.0 構想  

1）Industrie 4.0 構想  

2）Industrie 4.0 を構成する技術 

3）Industrie 4.0 世界の具体的イメージ  

4）Industrie 4.0 の推進体制  

5）Industrie 4.0 の課題  

6）Industrie 4.0 と標準化  

7）Industrie 4.0 に対する世界の反応と対応  

5 章.日本が進むべき道 

～残された課題(案)  

1）急速に変化する製造業  

2）標準化等知財戦略と日本の対応  

3）「つながる」ことの意義と活用  

4）パラダイムシフトと我が国の課題 

 

 

第Ⅱ部 事業活動資料編  

1 章. Industrie 4.0 と IoT：ものづくりの変革の方

向性（有識者講演から）  

1）インダストリー 4.0 が目指す姿と日本の現

状について 

2) IoT時代の価値共創を目指したモノ・コトづく

りへの挑戦 

3) IoT時代に向けての日本のものづくりの強み

と弱み 

2 章．欧米の生産技術開発プロジェクトの動向 

1) CIRP シンポジウムについて 

2) 英国の生産技術開発プロジェクトの動向 

3) 米国の生産技術開発プロジェクトの動向 

4) ドイツの生産技術開発プロジェクトの 

動向 

3 章.参考資料 

1) 「調査資料」の PPT 

2) アンケート結果 

3) ドイツ産業界のイノベーションを牽引するフ

ラウンホーファー 

4) 参考文献等 

 

  

 

書 名 
平成 26 年世界の製造業のパラダイムシフトへの対応調査研究 

ものづくりパラダイムシフト対応調査専門部会報告書 

発行機関名 一般社団法人 日本機械工業連合会  

発行年月日 2015 年 3月 頁  数 157 頁 判 型 Ａ４ 



 

---2--- 
 

[概 要] 

海外ではドイツの”インダストリー4.0”や米国の”先端製造戦略”などの産学官をあげたプロジェク

トにおいて、ＩＣＴ等を活用して生産・ビジネスプロセスのスマート化を図り、自国製造業のグロ

ーバル競争力を強化する取り組みが推進されている。その行方は我が国が強みとしてきたものづく

りのあり方に大きな変革を迫るものであり、我が国機械工業としていち早く対策を講ずる必要があ

る。そこで世界のものづくり強化のパラダイムシフトの方向とものづくりに革新をもたらす技術を

把握し、我が国が引き続き「ものづくり立国」であり続けるためには、どのような方向で進むべき

かを明らかにするため「ものづくりパラダイムシフト対応調査専門部会」を設置し、調査を開始し

た。 

平成 26 年度は、先進国の製造業に対する認識の変化、各国の製造業革新戦略・政策、ドイツのイ

ンダストリー4.0 構想など世界の製造業のパラダイムシフトの変化の事例や方向性の把握に重点を

置き調査研究を行い、今後検討を重ねるべき課題を整理した。概要は以下の通り。 

 

1.事業概要 

1）事業の背景 

 ドイツの“Industrie 4.0”や米国の“Advanced Manufacturing”などのように、先進国

において製造業重視の機運が高まってきた。 

 製造業で生じている新しい潮流に対して世界では、製造業の「パラダイム」がシフトして

いる、或いは「新しい産業革命」が生じつつあるとみている。 

 その行方は、我が国が強みとしてきたものづくりのあり方に大きな変革を迫るものであり、

我が国機械工業としていち早く対策を講ずる必要がある。 

２）事業の目的 

 本事業では世界の製造業のパラダイムシフトの方向とものづくりに革新をもたらす技術を

把握し、今後我が国が取り組むべきプロセスイノベーションの内容や方向性を見極め、我

が国が引き続き「ものづくり立国」であり続けるために必要な「進むべき方向性」と要件

や課題を明らかにする。 

３）本事業における主な検討項目 

(1).世界の製造業のパラダイムシフトの方向 26 年度最優先重点調査対象 

(2).日本のものづくり環境変化の実態 27 年度以降検討 

(3).日本の強み発揮のために磨き上げるべき製造技術、製造

プロセス 

27 年度以降検討 

(4).今後の日本の製造業がとるべき世界戦略 26 年度、27 年度以降検討 

４）今年度事業の重点ポイント 

 (１). 平成 26 年度アウトプットの方向 

 パラダイムシフト、或いは、新産業革命といわれていることの実態とその考え方や方向性

を明らかにする。パラダイムシフトの現象面での実態とその背後にある技術の変化や考え

方などを整理し、主に生産技術の面からパラダイムシフトの方向性を明らかにする。 
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(２). 平成 27 年度以降のアウトプットの方向 

 日本のものづくり環境を整理して戦略を検討する際の前提条件を明らかにするとともに、

パラダイムシフトという流れの中で、今後の日本の機械工業を中心とした製造業がとるべ

き戦略の検討を行う。 

5）平成 26 年度実施した内容 

(1).第１回ものづくりパラダイムシフト対応調査専門部会 

日 時： 平成 26 年 10 月 3 日（金） 15:00～17:00 

議 題： １．自己紹介（本調査に対する関心事項、期待すること等） 

     ２．調査内容（案）及び今後の活動について 

     ３．今年度調査項目に関する関心度アンケートについて 

 第１回専門部会開催に当たり実施した各委員宛て調査項目別関心度調査(全 21名)によると、

委員の関心が高かった項目は次のとおり。 

第 1 位：目指すべき日本型機械工業の将来像(17 票) 

第 2 位：ドイツ：Industrie 4.0（13 票) 

第 3 位：我が国の「製造業論」とものづくり環境(12 票) 

第 3 位：生産技術の未来の姿（12 票） 

第 5 位：パラダイムシフト論・新産業革命論（11 票） 

(2).第 2 回ものづくりパラダイムシフト対応調査専門部会 

日 時： 平成 26 年 11 月 19 日（水） 14:00～17:15 

議題１．講 演 1.「Cyber-Physical Systems と Industry4.0」 

講師 日本アイ・ビー・エム（株) テクノロジー・リーダーシップ 

             エグゼクティブ・アーキテクト 北 山 浩 透 氏 

講 演 2.「IoT 時代の価値共創を目指したモノ・コトづくりへの挑戦」 

     講師 神戸大学大学院システム情報学研究科 

              副研究科長、教授 貝 原 俊 也 氏 

議題２．討議 調査資料の内容について 日鉄住金総研㈱ 

(3).第 3 回ものづくりパラダイムシフト対応調査専門部会 

日 時： 平成 27 年 1 月 23 日（金） 14:00～17:00 

議 題１.経済産業省のインダストリ－4.0 に対する考え方の紹介と意見交換 

議 題２.調査資料の内容、初年度調査のまとめの方向性  日鉄住金総研㈱ 

(4).第 4 回ものづくりパラダイムシフト対応調査専門部会 

日 時： 平成 27 年 2 月 13 日（金） 14:00～16:30 

議題１．講演「IoT 時代に向けての日本のものづくりの強みと弱み 

～目の前のリスクには厳しく日常を離れたリスクに無頓着な日本文

化（企業、消費者）～」  

 講師 東京工業大学大学院 社会理工学研究科 経営工学専攻 

 工学博士 教授 圓 川 隆 夫 氏 

議題２．討議 初年度報告書のまとめ方等について 日鉄住金総研㈱ 

 

2. 転換点を迎えた先進国の製造業 

1）先進国の製造業における新しい潮流 
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（1）製造業に関連する新潮流の主役 

 先進国を中心に製造業の世界に新しい潮流が生まれている。 2008 年のリーマンショック

を機に、金融立国とも見られていた米英両国では製造業の捉え方・評価が大きく変化した。 

 特に進化し続ける ICT 系技術を活用して製造業を新しい視点から捉え直し、自国製造業を

再復活させ、持続的な経済成長を促そうとする動きや製造業の国内回帰を促す動きなど、

製造業重視戦略への転換が進む。 

 米国の Google による自動運転車（Self-driving Car or Driverless Car）の開発やロボット

関連企業の買収、また、Amazon による小型無人飛行機配送サービス「Prime Air」の発表

事例のように、ICT 系企業が製造業に参入する動きは、製造業の世界に驚きと衝撃を巻き

起こしている。 

 米国の製造業においても GE の Industrial Internet、IBM の Continuous engineering な

どがそれぞれ独自性を訴求した新潮流を生み出している。 

 ドイツ企業は Siemens や Bosch、SAP などが Industrie 4.0 を推進し、新しい事業形態を

目指している。 

（2）ハードウェア系スタートアップの活性化 

 シリコンバレーなどでは「ハードウェア系スタートアップ」による起業が相次ぐ。支援企

業も参入し、「ハードウエア・ルネッサンス」を現出。アイデアがあれば即起業、即ものづ

くりができる時代が到来。 

 背景にはアイデアから事業化していく際の障壁が、スマートフォン関連技術やネットワー

ク技術など数々の技術革新によって急速に低下した（図表 1）ことがある。 

図表 1 ハードウェア系スタートアップ隆盛の背景 

 

出所：日経産業新聞 H26.7.9「ハードで起業 新潮流の記事を参考に NSRI(日鉄住金総研の略、以下同)作成 

（３）製造業の新潮流、インターネット・オブ・○○、スマート○○の登場 

 新潮流を表わす表現として、IoT(もの)、IoS(サービス)、 IoD(データ)、 IoI(情報)、IoE(あ

らゆるもの)など社会/世界が「つながる」時代が到来。 
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 一方、Smart City, Smart Grid, Smart Factory など語頭に Smart を冠した言葉が増加。

いずれもコンピュータ、インターネット、システム関連。 

 このほかドローン革命や印刷革命、ロボット革命という名称も登場。 

（４）製造業の変容 

 世界各地の製造業において「ものづくり単体事業」から下流工程の取込による「サービス

プロセス収益化」への変身事例がみられる。 

 「ものづくり(製造)」を内包したまま「サービス」を取り込む業態への転身。 

 従来の製品の「売りっぱなし」業態からの脱却を意味。製造業の変容を示す。 

2）新潮流のマクロ的考察 

 新潮流に対して世界では「第四次産業革命(Industrie 4.0) 」（図表 2）、「新産業革命」、「パ

ラダイムシフト」など革命的な変化が起きているとの受け止め方。 

 ハードとソフトの融合により製造業そのものが大きな転換点を迎えている。 

新産業革命論 

 

ドイツの Industrie 4.0 では第 1次を蒸気力(動力生産)、第 2次を電気力(モーターによる大

量生産)、第 3次を情報力(コンピュータ、エレクトロニクスによる生産)、第 4次をネットワーク

力（IoT や CPS によるスマート工場）とみて国全体の組織化を実現し、産業革命を推進。 

パラダイムシフト論 新しい「産業革命」は製造業の拠って立つ基盤や考え方が根底から変化していくという意

味で「パラダイムシフト」ともいわれている。この背景には IoTやBig Dataなどの ICT関連技

術における長足の進歩がある。 

製造業復活論 

 

米国のオバマ大統領は製造業の国内回帰を唱えている。またオフショアリングやアウトソー

シングは R&D イノベーションの足かせだとする実証的な研究も登場。 

英国や EU も製造業を重視する産業政策を推進。 

製造業重視論 製造業は経済にとって重要。製造業は中間層の職業創出の駆動力であり、多くの経済活

動を誘発する。また、R&D 投資とともに人間の才能を開花させ、イノベーションや生産性の

上昇をもたらすという。 

図表 2 ドイツの新産業革命論（Industrie 4.0）

 

出所：Recommendations for implementing the strategic initiative INDUSTRIE 4.0  Acatech(National 
Academy of science and Engineering） April 2013 をはじめとして各種資料から NSRI 作成 
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3）新しい産業革命といわれる新潮流の技術的背景 

（1）新潮流に通底する要因 

 今生じている技術革新の一つは、スマートフォン開発などが促したハードウェア関連技術。 

 もう一つは、オープンソースソフトウエアなどのソフトウェア関連技術。 

 スマートフォンなどの開発が軽薄短小技術と安価技術の実用化を促し、高速処理を可能に

する一方、進化したソフトウェアが大量情報の共有・解析を可能にした。 

 このような ICT 関連技術の破壊的影響力が、ものづくりに衝撃を与えている現象～これが

現在の製造業の新潮流に通底する要因。（図表 3） 

図表 3 ものづくりの新潮流 

 

出所：諸資料を基に NSRI 作成 

（2）ハードとソフトの収斂 

 技術進歩を通じてソフト系エンジニアがものづくり領域に参画できる時代に 

 上流から下流までネットワーク化が進み、「継ぎ目のない製造業」の時代に 

 全プロセスの可視化(見える化)によって迅速管理が可能に 

→経営上のメリットをどう追求するかが今後の課題 

4）転換後の製造業のイメージ 

（1）製造業で可能になること 

 製造中や販売後の製品の全生涯に亘る諸情報トレース（情報収集） 

 収集した情報(データ)の解析・洞察による新しい事業活動 

 製品利用データから獲得可能な次の新製品開発のためのヒント 

 製品位置把握や利用情報等把握による予防保全や消耗品補充といった保守メンテナンスサ

ービスの迅速対応 

 製品利用履歴から、クレーム対応や環境等社会規制への迅速対応 

 ユーザー(消費者)一人ひとりに対応した高品質製品を迅速・安価に大量生産(マスカスタマ

イゼーション) 

 ソフトウェアの更新による最新機能へのグレードアップが可能な製品の投入 

（販売したハードウェアが販売後のソフトウェア更新によって最新機能を具備できると

いうイメージ） (=販売後も製品としての進化が継続的に可能に) 

（2）ハードウェア系スタートアップを目指す起業家にとって 

 大型生産設備を要件とした生産が超小型安価設備で代替可能に 
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   →ものづくりへの参入コストが低下し、アイデアがあればだれでも製造可能に 

（3）転換が社会に及ぼす影響例 

 無人機による空中搬送という物流革命のほか、空撮・監視・測定などの新サービスの展開 

 ロボットによる重筋作業からの解放と新しいサービス展開の可能性拡大 

 広がる製造業の ICT 活用シーン 

→手書き日報の電子化、カンバンの電子化、電子データを活用する新しい QC 活動へ 

→Kaizen1のレベルアップ（手作業が自動化、人は「考える」ことに集中） 

 IoT 社会が目前に迫る中で無線通信規格や制御ソフト等の標準化の必要性 

→標準化主導企業による「ワンテークオール」となる懸念も 

3 各国の製造業戦略 

1）各国の製造業革新戦略・政策等 

 デジタルエコノミーに向けての世界の反応をみると、ドイツの産学官一体の戦略構想

Industrie4.0 は各国を刺激。 

 米国は Advanced Manufacturing（先進製造戦略）で、英国は High value manufacturing

（HVM：高価値製造）戦略で製造業の復活・活性化を画策。 

 インドは Internet of Things Policy のドラフト案を 2015 年 1 月に公表、さらに「デジタ

ル・インディア・プログラム」を公表して先進国を追撃姿勢。 

2）米国の政策 

（1）先進製造戦略 

 2011 年に Advanced Manufacturing (先進製造）に関する報告書を公表。 

 翌年には国家科学技術会議が先進製造戦略を発表。以後、毎年予算化。 

（2）先進製造戦略の狙い 

 「先進的技術開発」と「効率的で高生産性かつ高度統合的な生産プロセス」を浸透させる

ことにより米国を再び「先進製造における世界のリーダー」の地位に復することが狙い。 

（3）戦略推進のための取組み 

 本戦略の三つの柱は「イノベーションの断行」「人材供給の確保」「 事業環境の改善」。 

 大学や研究機関による基礎研究から企業における商業化への橋渡しを担う「製造イノベー

ション全米ネットワーク（NNMI2）」を構築し、製造イノベーション研究所（IMI3）をハ

ブとして中小企業群への普及を図る。 

3）英国の政策 

（1）製造業復活戦略 

 英国政府は HVM(High value manufacturing）戦略による製造業の復活を企図。 

 HVM（高価値製造）とは最先端技術知識と専門知識を応用した製品や生産プロセス、関連

サービスを創造し、提供する産業のこと。 

                                                   
1 Kaizen については東工大圓川教授が「多品種下における平準化思想」「変化に対応できる人の育成とシステム」「異
常の顕在化による連続的な体質強化」「組織としての学習メカニズム」の四点に整理されている。 

2 NNMI: National Network for Manufacturing Innovation、製造業イノベーション全米ネットワーク 
3 IMI：Institute for Manufacturing Innovation,2015.3.10 現在で「先進コンポジット」「デジタル設計・製造」「軽
量化」「ワイドバンドギャップ半導体」「積層造形」の 5 つの研究所が設置されている。 
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 大学や研究機関による研究成果を英国で活動する企業に移転。英国発製造業の復興企図。 

（2）英国政府の役割 

 英国政府は、世界クラスの「英国科学の成果」を英国製造業者による「事業化」に転化す

るため、HVM カタパルト(橋渡し機関)を設立し、予算化。 

4）ドイツの産業政策 

（1）ドイツのハイテク戦略 2020 

 10～20 年後をターゲットとする連邦政府の R&D とイノベーションの包括的戦略。 

 2006 年 8 月に公表、2010 年に更新。2014 年 9 月第 3 版となる新ハイテク戦略を公表。 

 ハイテク戦略はドイツの科学・イノベーション政策の基本計画に相当。 

 同戦略は省庁横断型の戦略。予算化から研究開発に至るまで、幅広い施策や戦略を列記。 

 研究 の重点分野 は「気候・エネルギー」、「健康・栄養」、「交通輸送」、「安全」、「コミュ

ニケーション技術」の 5 つ。 

（2）ハイテク戦略 2020 の狙い 

 ハイテク戦略 2020 の狙いは、前記 5 分野でドイツが科学技術ソリューションを先導し、

新市場開拓の先頭に立ち、世界のイノベーションリーダーとしての地位を目指す。 

 本戦略にある未来プロジェクト 10 の中の 1 つが Industreie 4.0 という位置づけ。 

（3）同戦略における Industrie 4.0 の位置づけ 

 Industrie 4.0を長期の未来プロジェクトとして位置づけ、CPSなどの技術開発を進め、ICT

の活用徹底化と工場のスマート化を推進。生産技術の研究開発とエンジニアリングに特化。 

 Industrie 4.0 という長期構想の下、高賃金国ドイツの国際競争力強化を図る。 

（4）Industrie 4.0の二つの戦略 

 戦略は主に 2 つ。1 つ目は CPS 技術の関連装置・機器等による新市場の切り出し・創出。

2 つ目は先導する国内市場拡大のための企業間協力の推進と地域中小企業の参画促進。 

 ドイツ製造業の競争力強化と輸出拡大への貢献が期待される。（図表 4） 

図表 4  Industrie 4.0 の狙いと二つの戦略

 
出所：.Recommendations for implementing the strategic initiative INDUSTRIE 4.0 Acatech(National 

Academy of science and Engineering） April 2013 から NSRI 作成 

５）先進各国の製造業関連戦略の比較 

次の図表は米英独の三か国の製造業関連政策を比較したもの。（図表 5）ドイツは言うに及ばず、

米英両国とも製造業重視政策に転じていることが判る。 
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図表 5 先進各国の製造業関連戦略の比較 

 

出所：米英独参加国関連資料から NSRI 作成 
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 注.上図中における記号 

 米国 
 NSF: National Science Foundation アメリカ国立科学財団 
 DARPA: Defense Advanced Research Projects Agency アメリカ国防高等研究計画局 

 NIST: National Institute of Standards and Technology アメリカ国立標準技術研究所 
 DOE: Department of Energy エネルギー省 
 PCAST: President's Council of Advisors on Science and Technology 大統領科学技術諮問委員会 

 AMP: Advanced Manufacturing Partnership 先進製造パートナーシップ 
 NSTC：National Science and Technology Council 国家科学技術会議 

 英国 

 IfM:Institute for Manufacturing ケンブリッジ大学製造研究所 
 Innovate UK: 研究、開発、イノベーションに投資する英国の政府機関の一つ 

 ドイツ 

 CPS: Cyber-Physical-System サイバーフィジカルシステム 
 IoT:Internet of Things インターネットオブシング 
 IoS:Internet of Services インターネットオブサービス 

 VDE: DKE（ドイツ国家電気安全規格 DIN EN（VDE） 制定機関）を傘下に持つ電気電子の安全認証機関 

4.ドイツの INDUSTIE 4.0 構想 

1）INDUSTRIE 4.0 構想 

（1）Industrie 4.0 とは 

 “Industrie 4.0”とは第四次産業革命を意味するが、製造業のパラダイムシフト

をドイツなりに展開していくための一大構想を指し、一種のトレードマークとも

いえる。 

 本構想は、10 年から 15 年、20 年といった長期を展望する戦略プランで、徐々に

進化（evolution）を進め、振り返れば革命的な変化（revolution）を遂げている

というニュアンスを持つゆえに Industrie4.0”（＝第 4 次産業革命）と名付けて

いる。 

 高賃金国でありながら新興国の追い上げを回避しつつ、ソフト系大手によるハー

ド領域への進出など米国を中心に巻き起こされつつある製造業の新潮流に対抗

し、国内工場の海外流出にも歯止めをかけ、新市場を開拓しようという狙いがあ

る。 

（2）Industrie 4.0 の特徴 

 本構想は IoT(モノのインターネット)とほぼ同じ構想であるが、特に工業に焦点を

当てている点がユニークである。 

 工場全体の現場（Physical）の情報を、センサーや RFID を活用することによっ

て ICT システム（Cyber）上に取り込み、これを蓄積・分析し、これらのフィー

ドバックを現場に反映させる CPS（Cyber Physical System）という仮想と現実

を融合した高度な生産を可能にする仕組みを開発する。 

 CPS によって工場がスマート化されることにより、エンジニアリングチェーンや

サプライチェーン全体から膨大なデータ（Big Data）が収集・解析される。 

 工場内の生産プロセスはもちろんのこと製品出荷後も廃棄されるまで可視化が進

み、新商品開発・新サービス展開をはじめとして新生産プロセス開発の為の新し

い知見などが得られるとされる。 
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（3）Industrie 4.0 構想実現後のイメージ 

 本構想が実現すると、顧客の要求変更や突然の仕様変更など様々な変動に対応可

能な生産システムが実現。 

 究極的には需要家それぞれの要望を満たせるような単品受注であっても、量産相

応のコストとスピードで生産できる（マスカスタマイゼーション）。 

 効率性や生産性が劇的に改善される生産システムの実現を展望。 

 生産システム実現後に得られる膨大かつ多様なデータを収集・解析した結果をみ

ながら、人間は生産システム改善のための判断や立案などの頭脳労働に専念する。 

 働く人の環境も改善されるよう「人間中心」の生産工程が描かれており、「機械に

使われる人」から「機械を使いこなす人」へと転換が進む。ワークライフバラン

スも実現する。 

 

2）Industrie 4.0 を構成する技術 

（1）構想実現に必要な技術 

 開発が必要なソフトウェア系の技術とハードウェア系の技術は以下のとおりである。

（図表 6） 

図表 6  Industrie 4.0 を構成する技術 

（インターネット主導型 ICT イノベーションの全貌） 

 

出所 工業科学アカデミー（acatech ）“Smart Service Welt Recommendations for the 

Strategic Initiative Web-based Services for Businesses”2014年 3月のｐ2 Prf.Dr.-Ing. 

Michael Abramovici の図から NSRI 作成 

 

 本構想の原動力は、ネットワーク技術やデジタル技術などの ICT 系技術が中心と

なる。 

 伝統的な製品やサービスを、「CPS の開発」という「インターネット主導型イノ

ベーション」により、「スマート化（自律分散処理型の知能化）」を実現する構想

といえる。（図表 7） 
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図表 7 統合されたインターネット主導型 ICT イノベーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ドイツ工学アカデミー（acatech）“Smart Service Welt Recommendations for the Strategic 

Initiative Web-based Services for Businesses” 2014 年 3 月のｐ2 Prf.Dr.-Ing.Michael 

Abramovici の図から NSRI 作成 

 

（2）CPSとは 

 CPS（サイバーフィジカルシステム）とは、工場全体の現場（Physical）の情報

をセンサーや RFID を活用することで、ICT システム（Cyber）上に取り込み、

これを蓄積・分析し、これらのフィードバックを現場に反映させる仕組みのこと

である。（図表 8） 

図表 8  CPS(Cyber Physical System) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・図中の「注」の出所：ものづくり推進会議シンポジウムでの NEDO プレゼン資料などから NSRI 作成 

・出所：Industrie 4.0-What can the UK learn from Germany‘s manufacturing strategy? 

4February 2014 Prof.Dr.Henning Kagerman から NSRI 作成 
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（3）Industrie 4.0 と IoT,IoS,CPSに関わる技術 

 CPS の普及によってデジタル経済の時代が本格化すると考えられ、ICT 技術は、

イノベーションモーターと位置づけられている。（図表 9） 

図表 9  CPS と IoT,IoS の関係(イノベーションモーターとしての ICT 技術) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

出所:GERMANY TRADE&INVEST の冊子“Industrie 4.0 Smart Manufacturing for the Future“から
NSRI 作成 

 Industrie4.0 の中核を占める ICT 技術として IoT、IoS がある。英国では IoT が

より一般的な呼称だという。IoE(Evrything)という表記（シスコ社)もある。CPS

も IoT の一種。（図表 10） 

図表 10  Industrie 4.0 における IoT,IoS 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Industrie4.0-What can the UK learn from Germany’s anufacturing strategy? February 

2014 Prof.Dr.Henning Kagerman から NSRI 作成 

3）Industrie 4.0 世界の具体的イメージ 

（1）スマートファクトリーのイメージ 

 スマートファクトリーとは、機器同士の組み込みシステムが相互に通信しあい、

柔軟に迅速に臨機応変に生産可能な自律分散型制御の工場。 

 設計や生産計画から製造、出荷に至るプロセス(エンジニアリングチェーン)を

CPS によって管理でき、外部とも繋がることで最適化を実現。（図表 11） 
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図表 11 スマートファクトリーを取り巻く環境と安全のためのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：GERMANY TRADE&INVEST の冊子“Industrie 4.0 Smart Manufacturing for the Future 

から NSRI 作成 

 

（2）工場が外部と繫がるというイメージ 

 スマート工場はスマート・マテリアルやスマート製品が内包する通信機能を介し

て、別の工場やサプライヤー、物流業や流通業とも繋がる。 

 サプライチェーン全体とネットワークを組むことにより、自社工場の上流や下流

の様々な情報を収集、解析し、生産性の向上やコスト低減などを通じて付加価値

の向上に役立つ。 

（3）ネットワーク化とビッグデータ、クラウド 

 スマートファクトリーによって繋がることで得られるビッグデータは、解析され

「見える化」され、洞察を加えることで様々な「知識・知見」が生産される。 

図表 12 ビッグデータの機能（解決策の導出可能な「ビジネスの知性」) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：計測展 2014 OSAKA - 計測と制御で創る未来の地球 - ～未来が、動きだす。～における

平成 26 年 11 月 20 日 FROST&SULLIVAN によるプレゼン資料「Industrie4.0 The Future of 

Innovation-Big Data,Iot and the Rise of the Smart Factory Frost&Sullivan Japan Head 

of ICT Research Marc Einstein の配布資料から NSRI 作成 
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 ビッグデータの解析には、生起しそうな事象の発掘を行う「予測」、今生じている

現象の発掘を行う「監視」、過去の事象の生起原因を探索する「分析」、取るべき

行動を発掘する「洞察」がある。（図表 12） 

 ビッグデータは将来の「ビジネスの知性」になるといわれている。 

 

（4）Industrie 4.0 の実現後の姿 

局面事象 実現後の姿(予想・期待) 

生産プロセスに 

おける変化 

CPSの働きにより突然の注文変更や一人ひとりの要望に対応した製品開発や生産が、従

来に比べ圧倒的に短時間で対応することが可能に。 

不具合対応と品質 迅速なデータ収集と解析により、対応が必要なシグナルは事前に発見され、不具合発生

の前に措置できる。 

労働環境の変化 生産プロセスでは加工・組み立てが自動で処理される。人工知能によるアシストや判断

支援システムのお蔭で人間は条件設定や求められる品質レベル、生産システムの改善

など判断を要する知的活動に集中できる。(図表 13) 

外 部 規 制 等 の   

制約条件への対応 

製品ライフサイクルに係る製品情報や生産履歴データが瞬時に利用可能なことから、

様々な社会規制や環境規制、製造物責任の追及や事故対応、修理保全などに対して迅

速な対応が可能に。 

ドイツ国内工場の

変化 

Industrie4.0 を実現したドイツ国内の工場では企業間協業により、生産性、効率性、短時

間処理、柔軟性（変動対応力）が格段に向上し、商品開発力が高まり、斬新なサービス

提供ができる。ドイツ国内工業の国際競争力は高まり、海外市場の開拓が進む。 

出所：acatech 発表資料のほか、日独産業フォーラム 2014 のスマートファクトリー KL 会長 

Prf.Dr.Dr.h.c. Detlef Zuhlke 氏講演などから NSRI 作成 

 ICT やビッグデータはあくまでツールであり、最終的に価値を生み出すのは人の       

役割4である。いわば機械に使われていたヒトが、ヒトの都合に機械を合わせることがで

きるようにする。 

図表 13  Industrie4.0 にシフト後の職種別階層イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：計測展 2014 OSAKA - 「計測と制御で創る未来の地球 -～未来が、動きだす」～における
平成 26 年 11 月 20 日 FROST&SULLIVAN によるプレゼン資料 

“ Industrie4.0  The Future of Innovation-Big Data,Iot and the Rise of the Smart Factory” 

 Frost&Sullivan Japan Head of ICT Research Marc Einstein の配布資料から NSRI 作成 

                                                   
4 「価値を生むのは人」という指摘の詳細は東工大圓川教授講演抄録ご参照 
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4）Industrie 4.0 の推進体制 

（1）推進体制 

 次図は Industrie 4.0 の推進体制である。機械（VDMA）、電気（ZWEI）、情報(IT/

通信)（BITKOM）の各業界団体が、事務局として共同でプラットフォームを構

築し、製造システムおよびエンジニアリング分野における優先課題に対して研究

開発ロードマップを作成する。（図表 14） 

図表 14  Industrie4.0 の推進体制 

 

 

 

 

（2）Industrie 4.0 参画メンバー企業 

 ドイツ企業ではボッシュ、ドイツテレコム、インフィニオン、SAP、シーメンス、

ティッセンクルップなど。ドイツ以外では ABB,IBM,HP。連邦政府からは教育

研究省（BMBF）と経済技術省(BMWi)が参加し、大学や公立研究所のみならず

労働組合も重要メンバーとなっている。（図表 15） 

図表 15  Industrie4.0 の WG 別推進体制 

 
出 所 ： Industrie4.0-What can the UK learn  fromGermany‘s manufacturing 

strategy?4February 2014 Prof.Dr.Henning Kagerman から NSRI 作成 

ZWEI:ドイツ電気・電子工業連盟 

VDMA：ドイツ機械工業連盟 

BITKOM:ドイツ IT・通信･ニューメディア産業連合会 

出所：工業科学アカデミー Acatech(National Academiy of science and Engineering）“Recomendations for 

implementing the strategic initiative INDUSTRIE 4.0” April 2013 から NSRI 作成 
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5）Industrie 4.0 の課題 

 Industrie 4.0 に必要な研究開発として次の 8 つの課題が挙げられている。 

第 1.「ネットワーク等の標準化」 

第 2.複雑化するネットワークの管理手法の開発 

第 3.産業用包括的ブロードバンドのインフラ整備 

第 4.ネットワーク等の安全保障 

第 5.作業組織の最適設計 

第 6.職業訓練と継続的専門教育 

第 7.法規制面の整備 

第 8.省資源の追求 

出所：Acatech (National Academiy of science and Engineering）“Recommendations for implementing 

the strategic initiative INDUSTRIE 4.0” April 2013 から NSRI 作成 

 

6）Industrie4.0 と標準化 

（1）Industrie4.0における標準化動向 

 ドイツは 2014 年 7 月 IEC(国際電気標準会議)において既に Industrie4.0 検討グ

ループの設置を主導し、米国とドイツがそれぞれ議長職に就任して検討が開始さ

れている。（図表 16） 

図表 16  Industrie4.0 における標準化の位置づけ 

 

 

上図出所：DKE THE GERMAN STANDARDIZATION ROADMAP INDUSTRIE 4.0 
Version 1.0 英語版から NSRI 作成 

 

（2）Industrie 4.0 と世界の標準化 

 標準化団体には Industrie4.0 の他に IIC (Industrial Internet Consortium),  

AllSeen Alliance, OIC( Open Interconnect Consortium)が近年創立され、活発な

活動を展開開始中。 

 このほか、グーグルやアマゾン、アップルはデファクトを狙った標準化・規格化

に取り組んでいるといわれている。（図表 17） 

出所：日本貿易振興機構ブリュッセル事務所海外
調査部 欧州ロシア CIS課 「ドイツ
「Industrie4.0」と EUにおける先端製造技術の取

組に関する動向」2014年 6月 から NSRI作成 
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図表 17 標準化団体 Industrie4.0, IIC, AllSeen, OIC   

出所：標準化団体の各 HP から NSRI 作成 

 

7）Industrie4.0 に対する世界の反応と対応 

（1）ドイツ国内の見方 

 Industrie 4.0 をチャンスと捉えると回答した企業は 49％。 

 自社の在り方や市場環境に影響を与えるとみる企業が全体 200 社中の約 6 割。 

（以上、独ローランドベルガ―社による 2014 年 9 月実施の調査から） 

（2）ドイツの具体的な取り組み 

 シーメンスは 2014 年 4 月、世界最大級の産業見本市であるハノーバメッセにお

いて、次世代自動車生産ラインのデモを実施した。車体に IC タグを埋め込み、

必要な部品や組立手順などの情報を記録し、産業用ロボットと情報をやり取りし

ながら組み立てる。  

 一方、研究機関・大学・企業による「科学技術ネットワーク」である“it`s owl”

（Intelligente Technische OstWestfahlenLippe の略称）は、スマート工場のモ

デル運用“Plug and Produce“を受託している。このほか各企業や WG 別にさま

ざまな取り組みが進行中。 

（3）ドイツ以外の反応 

 Industrie4.0 は 各国に大きな影響を与えいる。米国では“ Advanced 

Manufacturing”の他に“Big Data Research & Development Initiative”など

が、英国では“High Value Manufacturing” などが産業政策として打ち出され

ている。 

 インド政府は“Make in India”政策によって製造業のハブを目指しつつあるが、

2015 年 1 月には“Draft IoT Policy”を発表した。インドをデジタルの力で知識

経済社会に変えていく政策意図が明らかにされた。 
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 日本政府は、SIP5の課題の一つとして「革新的設計生産技術」を、また、IoT 時

代をロボットでリードする「ロボット新戦略」などの戦略を推進している。 

（4）学会（CIRP）からの反応～CIRP シンポジウム6出席者へのインタビュー～ 

・英国ラジクマール・ロイ教授（クランフィールド大学） 

 ドイツの Industrie4.0 は英国でも大変高い関心を呼んでいる。ドイツの

Industrie4.0 は政府が強く関与しており、英国に比べより組織化されている。英

国では製造業を復活させるために HVM(高価値製造業)政策を推進している。 

 製品の全生涯にわたるトレースができる技術を開発して設計、製造、メンテナン

スの全局面をサポートしていくことが未来の製造業の姿である。 

・米国スコット・スミス教授（ノースカロライナ大学） 

 米国には先進製造（Advanced Manufacturing）という戦略がある。米国はドイ

ツのフラウンホーファー7のようなものとして NNMI8がその役割を期待されてい

る。 

・ドイツ マティアス・クライナー教授（ドルトムント工科大学） 

 我々は IT 系企業のもつパワー（インターネットによる情報力）が、ものづくり

における実世界のパワーを上回るようになりつつあることを理解し、認識する必

要がある。 

 フラウンホーファーは企業と一緒に応用研究に注力する。ほとんどすべてのディ

レクターが大学教授を兼ねており、大学の知識指向の業務とフラウンホーファー

における応用研究指向の業務とが結びついて産業界のイノベーションに役立っ

ている。 

 

5.日本が進むべき道～残された課題(案) 

1）急速に変化する製造業～ ICT 徹底活用時代の到来～ 

 ビジネスはグローバルに拡がり、世界中からデータが集まり、データに基づいた

予測や開発、改良、改善が当たり前になる時代が到来。製造業における ICT 系の

技術が、機械や電気と同じくらい重要な役割を果たす時代が来つつある。 

  

2）世界の標準化動向と日本の対応(案) 

(1).世界の標準化動向への対応 

                                                   
5 SIP: 戦略的イノベーション創造プログラム（Strategic Innovation Promotion Program） 
6 CIRP シンポジウム：国際生産工学アカデミー（CIRP）国内委員会が主催、2014 年 12 月 11 日、テ

ーマ「国家レベルの産業競争力強化取り組み ― 欧米における生産技術研究開発プロジェクトの動向 
―」 

7 フラウンホーファー（Fraunhofer）：日本代表部の HP ではフラウンホーファー研究機構。傘下に 81

の拠点（専門分野別研究所等）。研究開発成果を事業化するための応用研究に従事。政府予算 3 割弱、
民間企業 7 割強で運営。 

8 NNMI（National Network for Manufacturing Innovation ）:2013 年 9 月、オバマ大統領の提案によ
る製造業にイノベーションを起こすための産学官連携のためのネットワーク。NNMI のハブとして製
造イノベーション研究所を 10 年後までに 45 か所建設する計画。2015 年 3 月時点では 5 か所設置済
み。 http://manufacturing.gov/nnmi.html  

http://manufacturing.gov/nnmi.html
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 Industrie4.0 におけるドイツ主導の標準化動向については、我々も無関心では  

いられない。いうまでもなく日本企業の競争力強化に資する標準化が望ましい。 

 「標準化」の問題は、サプライヤー側企業とユーザーサイドの企業とは立場が異

なる可能性がある。一方、社内でも事業により異なる規格やコードの問題がある

との指摘9がある。 

 今後は電機・電子や情報処理などの他、ロボットや産業機械、自動車など関連諸

団体とも協調しつつ、連携を図っていくことが求められる。 

(2)パラダイムシフトと標準化・知財戦略 

 問題は協調と競争の線引きである。「もの」と「もの」を繋ぐ部分は標準化を進め、

中身は自社固有技術として非開示にするのが一般的である。 

 つなぐ部分の標準化によってさらに技術開発や製品開発が促進され、業界全体と

して事業が拡大できるような「標準化」であることが求められる。 

 

3）「つながる」ことの意義と活用 

(1).「つながる」ことの含意 

 生産プロセス全体の可視化や、製品生涯全般のトレースの可視化によって、何が

できるかに関する事前検討も重要。 

 膨大なデータから未知の新たな知見が得られる可能性があり、生産高度化やプロ

セスイノベーションの推進、さらにはビジネスの革新・新展開が可能になるとい

うストーリーを描けるか。 

 「つなぐ」ことの意義と展開について正確な把握と理解が必要。 

(2).「つながる」ことによって開ける新しい世界 

 IoT で「もの」と「もの」がつながり、ビッグデータは高速で解析処理される。

そうした変化が劇的であることがパラダイムシフトといわれる所以。 

 パラダイムシフト後の世界のイメージは以下のとおり。 

（１）製品販売後の運用・サービスの収益源化 

（２）様々な変動への臨機応変対応 

（３）グローバル生産やグローバル R&D の最適化、他部門・他社・多組織との協業 

（４）開発・生産の最適化(需要捕捉、需要予測、販売後のグレードアップ） 

（５）人材の確保・育成、再訓練・再教育の必要性 

    （CPD（Continuing Professional Development）) 「継続職能教育」、「継続職能開発」 

（６）ワークライフバランスと労働生産性改善 

4）パラダイムシフトと我が国の課題 

(1).日本の強みが抱える潜在的危機 

 製造業で現在進行しつつある大きな地殻変動（ICT の徹底活用）は、これまで現

場力など日本の強みと評価されてきた基準そのものを変えてしまう懸念がある。 

 これが現代の日本の機械工業が直面するもっとも深刻な懸念であり、潜在的危機

                                                   
9本専門部会における東工大圓川教授講演 
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ではないか。 

(2).ハードソフト融合時代に浮上する課題 

 付加価値の源泉が、従来のハードウェア中心からソフトウェアやサービスにシフ

トしている事例などが指摘される。 

 しかし、日本ではものづくりにおけるソフトウェアの位置づけは依然としてわき

役のイメージが強いとも言われる。 

(3).パラダイムシフトを乗り切るための方策 

 Industrie4.0 は長期構想であり、「斯ありたい」「斯あるべし」という理想像や願

望から出発している。パラダイムシフト後の 15 年 20 年先の「予測」は難しい。

正に「こうありたい」「こうあるべきだ」というビジョンを議論して、そこに向

かって協調できる分野を探し出し、産学官一体となって取り組む。これが日本と

して参考にすべきドイツ Industrie4.0 のエッセンスではないか。 

 機械工業企業の業種をみると、多数企業競争型業界をはじめ、オーダーメード型

受注単品生産型業界、見込み生産大量生産型業界、少数企業市場寡占型業界、技

術革新不断進行型業界など様々である。取引先企業や外部企業との「つなぎ」に

は業界のパターンに応じたビジョンを検討することが必要になる。 

 生産プロセスの完全見える化と製品の生涯トレース化を可能にし、「見える化」か

ら得られる新たな知見をベースに新しいビジネスモデルを探索10する。見える化

ができれば日本企業の弱みである SCM(サプライチェーンマネジメント)を強化

できる。 

 これから目指すべき方向として考えられるものを整理したものが以下の諸点であ

る。 

 (1)膨大なデータからの未知なる知見の活用 

   例、新たな知見を活用し、既存の技術を組み合わせてワクワク感、ドキドキ感を
出すことによって競争優位を確保 

(2)生産プロセス（やサプライチェーン）の「完全見える化」 

     例、製品のトータルコストの把握 

      最終ユーザーの利用履歴を新製品開発に迅速にフィードバック 

     大量のデータに基づく科学的“改善”の推進 

(3)他社との水平的・垂直的協業→協業の民主化(イコールパートナー)と協業範囲の

拡大 

     例、共同研究・開発(オープンイノベーション）活性化、サプライチェーンの     

ネットワーク化など 

(4)機械工業における ICT 精通人材の確保・育成 

                                                   
10 ビジネスモデルの変容の方向：日本企業は「裏の品質力（設計品質に適合した品質を作り出す力）」は

強いのでさらに「表の品質力（顧客の顕在・潜在ニーズを満たすような顧客が感動するコトづくりを産

み出す力）」を強化するべきという考え方がある。（東京工業大学圓川教授による本専門部会講演） 
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例、データサイエンティストの養成、確保・育成など 

(5) 裏の品質力を維持したまま、表の品質力も強化 

例、顧客が評価する製品～お客様第一の顧客価値実現 

 以上の方向はいずれもその狙いは、国際競争力強化の実現と製造業の雇用吸収力

の増強・確保を展望することにある。 

 なお、製造業は地方経済において相対的に高賃金の職場を提供できる産業として

特に期待が大きい産業であるといわれている。 

 

 (4).来年度以降に残された課題 

 来年度以降に残された課題を整理すると、以下の 5 点が挙げられる。 

第 1 に、ドイツの Industrie4.0 の今後の進捗など急速に変化している海外情勢

と国内における様々な取り組みを引き続きウオッチ 

第 2 に、パラダイムシフトに繋がるような具体的な事例（“Use Case“）の収集 

第 3 に、今後製造業の ICT 化が進む中で、ハードウェアを制御するソフトウェ

アの質や収集データの解析による解決策の導出など、ICT による「ものづ

くり」の High Value 化をどう考えるべきか。 

第 4 に、人材像の検討とその育成策 

パラダイムのシフトを推進する人材やシフト後の生産現場、生産技術を担

う人材、ビジネスモデルの検討を担う人材など、ICT 化に求められる人材

像の検討とその育成策が必要である。特に日本企業の場合、機械工業内部

における ICT 系人材の層は薄いといわれている。これは ICT 活用の徹底

化を推進する上でのネックとなりかねない。また、人材の供給源としての

教育機関における ICT 系教育とものづくり系教育の内容や両者のバラン

スにも注意を払う必要がある。 

第 5 に、目指すべき日本型機械工業の将来像の検討 

 

 パラダイムシフト論や新産業革命論には様々の観点があるが、日本機械工業連合

会の特性を踏まえ、ICT 系の議論や標準化等の議論に目配りはしながらも、メイ

ンは「将来の生産技術のあり方」など機械工業に主眼を置いた検討を行う。 

以上 
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